
■�
3,362人
68.1％

■�
1,432人
29.0％

■�
142人
2.9％

■�
1,859人
38.2％

■�
2,438人
50.0％

■�
470人
9.6％

■�
106人
2.2％

平成２１年度 税制改革に関するアンケート調査結果平成２１年度 税制改革に関するアンケート調査結果
対象会　442会　提出会　442会　提出割合　100％
（但し、問いに対して無回答もあるため、数字は一致しない）

わが国における法人税の標準の実効税率は39.54％（東京都の場合40.69％）でアメリカ

並みとなっておりますが、近年、主要国では税率の引き下げが行われています。法人税の税

率引き下げについてどのようにお考えですか。

■� 国際競争力強化の観点から、地方税（法人住

民税・事業税）を含めて法人の税負担を下げ

るべきである。

■� 財政の厳しい現状を踏まえると、現行水準を

維持すべきである。

■� その他

平成20年度税制改正で事業承継税制について見直しが行われ、中小企業を対象に納税額を

80％猶予する「取引相場のない株式等に係る相続税の納税猶予制度」が創設されることに

なりました。このことについて、どう評価されますか。

■� 抜本的な改正であり、大いに評価する。

■� おおむね評価する。

■� 要件等の内容が不明確であり、評価できない。

■� その他
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財政の現状や増大する社会保障関係費を考慮して、消費税を含む税体系の抜本的改革が検討

されています。

(1) 財源を歳出削減だけでまかなうことは困難であり、たとえば消費税の増税による安定的な財源
確保が不可欠であるとの指摘があります。このことについて、どのようにお考えですか。

■� できるだけ早期に増税による安定的な財源確

保を行うべきである。

■� 経済成長による税収増をはかり、当分の間、

増税は避けるべきである。

■� 将来にわたって増税は避けるべきである。

■� その他

(2) 仮に消費税の税率引き上げが不可避となった場合、これに関連してどういう点が考慮される
べきですか。以下の項目についてお答えください。

■� 使途を限定すると財政の硬直化を招くので、

一般財源とする。

■� 消費税を目的税にして、使途を社会保障給付

に限定する。

■� その他

イ．消費税の使途についてイ．消費税の使途について

■�
1,402人
28.6％

■�
2,609人
53.2％

■�
459人
9.3％

■�
2,535人
51.8％

■�
2,235人
45.7％

■�
123人
2.5％

■�
436人
8.9％
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税制改革アンケート税制改革アンケート

■� 税率の引き上げ幅にかかわらず導入する。

■� 複数税率になる場合、導入する。

■� インボイス制度は導入すべきでない。

■� その他

ハ．インボイス制度についてハ．インボイス制度について

■� 税率が二桁になる場合は、食料品等に軽減税

率を設ける。

■� 税率が二桁になる場合であっても事務負担等

の観点から極力単一税率とする。

■� その他

ロ．複数税率についてロ．複数税率について

■�
1,346人
27.8％

■�
1,730人
35.7％

■�
1,574人
32.5％

■�
2,754人
56.1％

■�
2,015人
41.0％

■�
142人
2.9％

■�
194人
4.0％
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税制の抜本改革に当たって、個人の所得課税についても見直しが行われることになっていま

すが、どういう点を優先して改革すべきですか。2項目お選びください。

■� 所得税の税率構造

■� 各種控除の見直し

■� 少子化対策

■� 金融所得課税の一本化

■� 現行10種類の所得類型の簡素化

■� 個人住民税の見直し

■� その他

■� 現在の配分（地方5分の1）のままでよい。

■� 地方消費税の割合を高め、地方に手厚くする。

■� その他

ニ．国と地方の税配分についてニ．国と地方の税配分について

■�
2,127人
22.1％

■�
2,101人
21.8％

■�
2,016人
20.9％

■�
917人
18.7％

■�
3,823人
78.0％

■�
164人
3.3％

■�
739人
7.7％

■�
1,473人
15.3％

■�
1,090人
11.3％

� 90人
0.9％
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税制改革アンケート税制改革アンケート

地球温暖化の問題は国際的な政治課題であり、政府は税制上の対応として環境税の導入に向

けた議論を進めていますが、いまだその方向性は固まっていません。環境税についてどのよ

うにお考えですか。

■� 新たに環境税を導入すべきである。

■� 既存のエネルギー関連税制の見直しで対応す

べきである。

■� 新たな削減目標の設定など税制以外の措置を

講ずるべきである。

■� その他

2011年度までに基礎的財政収支の黒字化を目指し、歳出・歳入一体改革に取り組むこと

とされています。今後、歳出削減をこれまで以上に行わなければならない分野はどれだと思

いますか。2項目お選びください。

■� 社会保障

■� 公共事業

■� 文教・科学振興

■� 防衛

■� 地方交付税等

■� 特別会計、独立行政法人等

■� 公務員の人件費、定員の削減

■� 議員の歳費、定数の削減

■	 その他

■�
872人
17.9％

■�
1,973人
40.6％

■�
1,896人
39.0％

■�
120人
2.5％

■�
379人
3.9％

■�
2,475人
25.4％

■�
3,171人
32.5％

■�
722人
7.4％ ■�

73人
0.7％

■�
620人
6.3％

■�
192人
2.0％

■�
2,071人
21.2％

■	
59人
0.6％
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